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第１ 特定事業の選定に関する事項 

 

1  事業内容に関する事項 

 

(1)  事業名称 

松山市立小中学校空調設備整備 PFI 事業（以下、「本事業」という。） 

 

(2)  公共施設の管理者 

松山市長 野志 克仁 

 

(3)  事業目的 

本事業は、市立小中学校の教育環境向上の一環として、普通教室、使用頻度の高い

特別教室への空調設備の設置及び維持管理に係る事業を実施するにあたり、民間事業

者の技術やノウハウを活かし一斉導入することで、整備期間や財政負担等の縮減、効

率化、平準化を図ることを目的とする。 

 

(4)  対象となる事業の概要 

本事業は、夏季の冷房及び冬季の暖房を行う空調設備等を、市内小中学校 78 校（以

下「対象校」という。）の普通教室及び特別教室に整備するために、本事業を実施する

事業者自らの資金で空調設備等に関して、設計業務、施工業務、工事監理業務を行っ

た後、市に所有権を移転し、維持管理業務等を行うものである。 

なお、本事業において、新たに整備する空調設備等を新規設備等と、既に整備され

ている空調設備を既存設備とする。なお、新規設備等とは、室内機、室外機及び配管、

並びに本事業において整備される一切の設備のことをいう。また、新規設備等及び既

存設備を合わせて空調設備等とする。 

なお、松山市内には市立小中学校が 84 校あるが、民間事業者の技術やノウハウを活

用することによる効果が発揮されにくいと考えられる島しょ部の小中学校については、

本事業と対象外とし、同時期に従来方式で施工する。 

 

(5)  事業方式の概要 

本事業は、民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成

11 年法律第 117 号。以下「PFI 法」という。）に基づき実施するものとし、事業方式

は、BTO（Build-Transfer-Operate）方式とする。 
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(6)  事業の範囲 

本事業は、PFI 法に基づき、市と事業契約を締結し、本事業を実施する事業者が、

対象校の普通教室及び特別教室約 2,100教室並びに既設設備のある約 705教室におけ

る空調設備等に関する設計、施工、工事監理、市に対する所有権の移転、維持管理、

移設等並びにこれらに付随し、関連するすべての業務及び学校との調整を行うものと

する。対象となる事業の範囲は以下のとおりとする。 

 

① 新規設備等の設計業務 

ア 設計のための事前調査業務 

イ 施工に係る設計業務（各対象校の設計図書の作成等） 

ウ その他、付随する業務（業務水準チェックリストの作成及び提出、並びに調整、

報告、申請、検査等。なお、調整業務には、学校等との調整も含む。） 

なお、各対象校の一般平面図及び配置図（CAD データ）は市より提供する。 

 

② 新規設備等の施工業務 

ア 施工のための事前調査業務 

イ 施工業務（施工業務には、新規設備等の導入に伴う一切の工事（エネルギー関連

の設備の整備、デマンド監視装置の適切な設定、植栽その他既存施設等の移設・

復元等）を含む。） 

ウ その他、付随する業務（業務水準チェックリストの作成及び提出、並びに調整、

報告、申請、検査等。なお、調整業務には、対象校との調整も含む。） 

 

③ 新規設備等の工事監理業務 

ア 施工に係る工事監理業務 

イ その他、付随する業務（業務水準チェックリストの作成及び提出、調整、報告、

申請、検査等。なお、調整業務には、対象校との調整も含む。） 

 

④ 新規設備等の所有権移転業務 

ア 施工完了後の市への新規設備等の所有権の移転業務 

 

⑤ 空調設備等の維持管理業務 

ア 新規設備等の維持管理のための事前調査業務 

イ 新規設備等の性能の維持に必要となる一切の業務（新規設備等を事業期間内に利

用できる状態に保つために必要な定期点検、保守、修繕、フィルター清掃、消耗

品交換、その他一切の設備保守管理業務等） 

ウ 新規設備等に係る緊急時対応業務（問合せ対応、緊急修繕等） 

エ 新規設備等の運用に係るデータ計測・記録業務 

オ 新規設備等の運用に係るアドバイス業務（運転マニュアルの作成、省エネ運用に

関する助言等） 
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カ 空調設備等の法定点検業務（フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する

法律（平成 13 年法律第 64 号）（以下「フロン排出抑制法」という。）に係る点検

業務等） 

キ その他、付随する業務（計画書・手順書・帳票等の作成、学校調整、維持管理記

録の提出・報告、セルフモニタリングによる確認・報告、市が行うモニタリング

への協力、交付金申請手続きへの協力等。なお、調整業務には、学校との調整も

含む。） 

エネルギー供給は、本事業の範囲に含まない。新規設備等の運転に必要となるエ

ネルギー費用は、市が負担する。 

 

⑥ 新規設備等の移設等業務 

ア 対象校の学級増、統廃合、改修・改築工事、設備工事等により新規設備等の移設、

増設、廃棄等（以下「移設等」という。）が必要となった場合の移設等業務 

なお、新規設備等の移設等業務にかかる費用は、別途に締結する契約に基づき、

市が負担する。 
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(7)  事業者の収入 

事業者の収入は、次のものからなる。 

なお、支払い方法の詳細は、入札説明書等において示す。 

 

① 新規設備等の設計・施工・工事監理・所有権移転に係る対価 

市は、事業者が実施する本事業に要する費用のうち、新規設備等の設計・施工・

工事監理・所有権移転に係る対価（以下、「設計・施工等のサービス対価」といい、

事業者が、新規設備等の設計・施工・工事監理・所有権移転の実施にあたって金融

機関等からの借り入れ等を行う場合は、その金利分もこの設計・施工等のサービス

対価に含む。）については、事業契約書においてあらかじめ定める額の一部を施工

完了時、残りを維持管理期間にわたり事業者に支払う。 

 

② 空調設備等の維持管理に係る対価 

市は、空調設備等の維持管理業務に係る対価（以下、「維持管理のサービス対価」

という。）については、事業契約書においてあらかじめ定める額を維持管理期間に

わたり事業者に支払う。 

 

(8)  事業期間 

本事業の事業期間は、事業契約の締結日（平成 29 年 3 月下旬を予定）から、平成

42 年 3 月 31 日までの 13 年間とする。 

 

(9)  事業スケジュール（予定） 

本事業の事業スケジュールは下記を予定する。 

ただし、本事業の対象校については、一部改修工事等が必要であることから、中学校 27

校は平成 29 年 4 月以降、小学校 51 校は平成 29 年 9 月以降から施工が可能となることに

留意した提案を求めることとする。 

なお、上記の一部改修工事は本市が単独で実施することとする。 

契約締結日 平成 29 年 3 月下旬の予定 

設計及び施工期間 平成 29 年 4 月～平成 31 年 8 月 

（期間内の早期実施可否は提案に委ねることとする） 

維持管理期間 所有権の移転後～平成 42 年 3 月 

（所有権の移転後、順次、維持管理業務を開始） 

事業終了 平成 42 年 3 月 31 日（施工期間と事業終了時期） 

 

(10)  本事業の実施にあたり遵守すべき法規制・適用基準等 

本事業を実施するにあたり、遵守すべき法規制及び適用される基準等については、

要求水準書（案）を参照することとする。 
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(11)  事業期間終了時の措置 

事業者は、維持管理期間中の業務を適切に行い、事業期間終了時に、事業契約に定

める水準を満たす状態とすることとする。 

なお、事業期間終了時の水準は、市が示す要求水準に加えて、事業者が提案した事

業終了時の性能水準に基づくものとすることを想定しており、その旨を事業契約に規

定する。 

2  実施方針に関する事項 

 

(1)  実施方針等に関する説明会及び第 1回現地見学会 

実施方針等に関する説明会を開催し、事業の内容、募集及び選定に関する事項等に

ついて説明する。 

また同時に、本事業の検討対象モデル校の現地見学会を実施する。現地見学会は、4

校を対象とした第 1 回現地見学会と、入札公告後に行う第 2 回現地見学会（7～8 月を

予定）の 2 回の開催を予定している。 

説明会及び現地見学会の日時、開催場所、参加申し込み方法は次のとおりである。

なお、第 2 回現地見学会の開催要領の詳細については、入札説明書において提示する。 

 

○開催日時：平成 28 年 4 月 23 日（土） 

実施方針に関する説明会 10：00～11：00 

第 1 回現地見学会    11：00～17：30 

○対象者 ：実施方針に関する説明会： 

本事業への参画を検討している事業者 

○開催場所：説明会は北条小学校において行い、本事業への参画を検討している事

業者を対象とした現地見学会は、説明会後下記の学校において順次実

施する。現地見学会の所要時間は各学校とも 1 時間程度を予定してい

る。 

学校名 所在地 見学時間 

北条小学校◎ 松山市北条辻 64 11：00～12：00 

内宮中学校 松山市内宮町 569−1 13：30～14：30 

鴨川中学校 松山市鴨川 2 丁目 7-19 15：00～16：00 

味生小学校 松山市別府町 166-4 16：30～17：30 

◎：実施方針等に関する説明会の会場 

 

○参加者 ：本事業への参画を検討している民間事業者（1 社 2 名まで） 

○申込方法：実施方針等説明会及び第 1 回現地見学会参加申込書（様式 1）を松山

市ホームページからダウンロードし、必要な事項を記載の上、平成 28

年 4 月 20 日（水）までに、電子メール（ファイル添付）にて申込みを

すること。（参加申込書のファイル形式は Microsoft Excel とする。） 

なお、電子メールによる提出の際は、件名に「説明会申込書」と記載
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すること。 

市は電子メール受信後に、着信確認が完了したことを当該電子メール

に返信する。万が一、平成 28 年 4 月 21 日（木）17 時までに返信が

無い場合、以下の申込先に記載されている担当者まで連絡すること。 

○申込先 ：松山市教育委員会事務局学習施設課 宇都宮・青木・福岡 

TEL：089-948-6831 E-mail：kygakushu@city.matsuyama.ehime.jp 

○留意事項：説明会会場では、資料を配付しないため、松山市教育委員会ホームペ

ージに掲載している実施方針等を持参すること。 

駐車場には、限りがある。 

車を利用する際には、事故などの無いよう十分に注意すること。 

○質疑応答：説明会において、質疑回答の時間は設けない。 

○現地見学会における写真撮影について： 

現地見学会における写真撮影は可能とするが、生徒や教職員を含む撮

影は禁止する。 

また、教職員等より別途撮影を禁止する旨の指示があった場所につい

ては、撮影を禁止する。 

○現地見学における参考図面の貸与について： 

見学を予定している 4校の参考図書を見学会参加者に各社 1部を貸与

する予定である。（当日返却要） 

            

 

(2)  実施方針等に関する質問の受付 

実施方針等に記載された内容に関する質問を次の要領で受け付ける。なお、これ以

外による質問の提出は無効とする。 

 

○受付方法：質問の内容を簡潔にまとめ、実施方針等に関する質問書（様式 2）に

必要事項を記入の上、電子メール（ファイル添付）にて提出すること

（Microsoft Excel とする）。 

電子メールによる提出の際は、件名に「実施方針質問書」と表記する

こと。 

市は電子メールを受信後、着信確認が完了したことを当該電子メール

に返信する。万が一、下記受付期間内に返信が無い場合、以下の提出

先に記載されている担当者まで連絡すること。 

○対象者 ：松山市民もしくは本事業への参画を検討している事業者 

○提出先 ：松山市教育委員会事務局学習施設課 宇都宮・青木・福岡 

TEL：089-948-6831 FAX：089-934-3419 

E-mail：kygakushu@city.matsuyama.ehime.jp 

○締切日  ：平成 28 年 5 月 13 日（金） 
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(3)  実施方針等に関する質問への回答 

実施方針等に関して提出された質問に対する回答は、質問者の特殊な技術、ノウハ

ウ等に係るもの、質問者の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれのあ

るものを除き、平成 28 年 5 月下旬を目途に、松山市ホームページにて公表する。 

なお、質問を行った者の企業名は公表しない。 

 

(4)  実施方針等の変更 

実施方針等の公表後における民間事業者からの質問、意見等、又は市での検討を踏

まえ、必要に応じ、書類の内容を見直し、変更することがある。変更を行った場合に

は、実施方針等の修正版を松山市ホームページで速やかに公表する。 

 

3  特定事業の選定に関する事項 

 

(1)  基本的な考え方 

市は、PFI 法、「民間資金等の活用による公共施設等の整備等に関する事業の実施

に関する基本方針」及び「VFM に関するガイドライン」、実施方針等への民間事業者

の意見等を踏まえ、本事業を PFI 事業として実施することにより、空調設備の整備に

ついて、市自らが実施したときに比べて効果的かつ効率的に事業が実施されると判断

される場合に特定事業として選定する。 

 

(2)  選定結果の公表方法 

本事業を特定事業として選定した場合は、その判断結果を、評価の内容とあわせて、

松山市ホームページを通じて公表する。なお、特定事業の選定を行わないこととした

場合においても、同様に公表する。 
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第2 民間事業者の募集及び選定に関する事項 

 

1  民間事業者選定に関する基本的な考え方 

本事業は、事業者に対象校の普通教室及び特別教室約 2,100 教室並びに既設設備のある

約 705 教室における空調設備等に関する設計、施工、工事監理、所有権移転、維持管理、

移設等並びにこれらに付随し、関連するすべての業務の実施を求めるものである。事業期

間も長期間にわたることから、民間事業者には、本事業を確実に遂行できる総合的な能力

が求められる。 

したがって、民間事業者の選定にあたっては、透明性・公平性及び競争性の確保に配慮

した上で、本事業に係るサービス対価及び提案内容等を総合的に評価する総合評価一般競

争入札（地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 10 の 2）により民間事

業者を選定する予定である。 

 

2  募集及び選定のスケジュール（予定） 

民間事業者の選定にあたってのスケジュールは、概ね下表のとおりである。 

日 程（予定） 内 容 

平成 28 年 4 月 15 日 実施方針等の公表 

 4 月 15 日～4 月 20 日 実施方針等の説明会及び第 1 回現地見学会の申込み 

 4 月 23 日 実施方針等の説明会及び第 1 回現地見学会 

 4 月 25 日～5 月 13 日 実施方針等に関する質問の受付 

 5 月下旬 実施方針等に関する質問及び回答の公表 

 7 月上旬 特定事業の選定及び公表 

 7 月上旬 入札説明書等の公表 

 7 月上旬 入札説明書等の説明会 

 7 月上旬～7 月中旬 第 2 回現地見学会の申込み 

 7 月下旬～8 月上旬 第 2 回現地見学会 

 7 月上旬～8 月上旬 入札説明書等に関する質問の受付 

 8 月中旬 入札説明書等に関する質問及び回答の公表 

 8 月下旬～9 月上旬 参加表明書及び資格確認書類の受付 

 9 月上旬 資格確認結果の通知 

 9 月上旬～10 月中旬 提案書の受付 

 11 月下旬 落札者の決定 

 12 月下旬 基本協定の締結 

平成 29 年 1 月中旬 仮契約の締結 

 1 月下旬 審査講評の公表 

 3 月下旬 事業契約の締結※ 

※本事業の実施にあたっては、予算及び事業契約に関する議案を市議会に提出し、これら議

案の成立後、事業契約締結となる。 
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3  募集及び選定手続等 

(1)  実施方針等の公表・説明会及び第 1回現地見学会 

「第 1 2（1）実施方針に関する説明会及び第 1 回現地見学会」を参照すること。 

 

(2)  実施方針（修正版）の公表 

「第 1 2（4）実施方針等の変更」を参照すること。 

 

(3)  特定事業の選定 

「第 1 3 特定事業の選定に関する事項」を参照すること。 

 

(4)  入札公告、入札説明書等の公表 

市は、本事業を特定事業として選定した場合には、入札公告を行い、入札説明書等

を公表・交付する。 

 

(5)  入札説明書等に関する説明会 

本事業に対する民間事業者の参入促進に向け、入札説明書等に関する説明会を開催

し、市の考え方を説明する。 

なお、具体的な日程、申込み方法等は、入札説明書において提示する。 

 

(6)  第 2回現地見学会の開催 

本事業の検討対象校全校の第 2 回現地見学会の実施を予定している。第 2 回現地見

学会の開催要領の詳細については、入札説明書において提示する。 

 

(7)  入札説明書等に関する質問及び回答の公表 

入札説明書等の記載内容についての質問を受け付ける。また、質問は、市の回答と

ともに公表するものとする。 

なお、具体的な日程、申込み方法等は、入札説明書において提示する。 

 

(8)  入札参加表明書等の受付及び資格審査結果の通知 

本事業の応募者に、本事業に関する入札参加表明書、参加資格審査に必要な書類の

提出を求める。資格審査の結果は、応募者に通知する。 

なお、これらの書類の提出の時期、提出の方法、資格審査に必要な書類の詳細等に

ついては、本事業の入札公告時に公表する入札説明書等において提示するものとする。 

 

(9)  入札書及び提案書の受付 

資格審査通過者に対し、入札説明書等に基づき入札書及び本事業に関する事業計画

の内容を記載した事業提案書の提出を求める。 

なお、入札書及び事業提案書の提出の時期、提出の方法、提案に必要な書類の詳細

等については、入札説明書等において提示するものとする。 
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(10)  落札者の決定 

市は、最も優れた提案を行った事業者を落札者として決定し、通知する。 

また、落札者の決定について公表する。 

 

(11)  事業契約等の締結 

落札者と市は基本協定を締結し、落札者が出資・設立した特別目的会社（以下「SPC」

という。）と市とは事業契約に関する協議を行い、市議会の議決を経て事業契約を締結

する。 

 

4  入札に参加する者の備えるべき参加資格要件 

(1)  入札に参加する者の全体構成 

本事業の入札に参加する者は、次の要件を満たすものとする。 

ア 入札に参加する者は、本事業を実施するために必要な能力を備えた企業（以下に

定義した企業）で構成されるグループ（以下、「入札参加グループ」という。）とす

る。 

 

構成企業 
入札参加グループを構成する企業で、「キ」に示す SPC に出資し、

SPC から業務を直接受託し、又は請け負う者 

協力企業 
入札参加グループを構成する企業で、SPC に出資をせず、SPC から

業務を直接受託し、又は請け負う者 

 

イ 入札参加グループは、設計業務を行う企業、施工業務を行う企業、工事監理業務

を行う企業、維持管理業務を行う企業により構成されるものとする。なお、進捗管

理や他の構成企業との連絡調整などの業務を行う企業が構成企業となることを妨げ

ない。 

 

ウ 入札参加グループが本事業の入札に参加する場合には、あらかじめグループの代

表企業（構成企業が代表者になることとする。）を定め、その代表企業が入札参加手

続を行うこととする。 

 

エ 参加表明書及び資格審査書類の提出時には、入札参加グループの構成企業及び協

力企業について明らかにすることとする。 

 

オ 入札参加グループの構成企業は、他の入札参加グループの構成企業又は協力企業

にはなることができないものとする。また、協力企業も同様に、他の入札参加グル

ープの構成企業又は協力企業にはなることができないものとする。ただし、落札者

の決定後に、落札に至らなかった入札参加グループの協力企業が落札した入札参加

グループの構成企業又は協力企業から業務を受注することを妨げない。その場合は、
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事前に市の承諾を得るものとする。 

 

カ 原則として、本事業の入札への参加の意思を表明した入札参加グループの構成企

業の変更は認めない。ただし、やむを得ない事情が生じた場合は、市と協議を行う

こととする。 

 

キ 選定された入札参加グループの構成企業は、選定後直ちに（仮契約の締結に向け

て）本事業を実施する SPC への出資及び SPC の設立を行うこととする。 

 

(2)  入札参加グループの共通参加資格要件 

入札参加グループの構成企業及び協力企業は、次のいずれにも該当しない者とする。 

ア 松山市及び松山市公営企業局から入札参加資格停止措置又は入札参加資格回避

措置を受けている者（資格確認申請書の提出日から議会で議決を受けるまでの期間）。 

 

イ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号）第 2

条第 2号及び同条第 6号の規定による暴力団及び暴力団員が経営する企業若しくは

実質的に経営を支配する企業又はこれに準ずる者。 

 

ウ 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4 の規定に該当する者。

又はその者を代理人、支配人その他使用人若しくは入札代理人として使用する者。 

 

エ 建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）第 26 条第 2 項の規定による事務所の閉鎖命

令を受けている者。 

 

オ 旧会社更生法（昭和 27 年法律第 172 号）第 30 条第 1 項若しくは第 2 項又は会

社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第 17 条第 1 項若しくは第 2 項の規定に基づ

き更生手続き開始の申立てをしている者又は申立てをなされている者。ただし、国

土交通省の入札参加資格認定を受けている者を除く。 

 

カ 民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）第 21 条第 1 項又は第 2 項の規定に基づき

再生手続き開始の申立てをしている者又は申立てをなされている者。ただし、国土

交通省の入札参加資格認定を受けている者を除く。 

 

キ 会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成 17 年法律第 87 号）第

64 条による改正前の商法（明治 32 年法律第 48 号）第 381 条第 1 項の規定による

会社整理の開始の申立て又は同条第 2 項の規定による通告がなされている者。 

 

ク 旧破産法（大正 11 年法律第 71 号）又は破産法（平成 16 年法律第 75 号）に基

づき破産の申立て、又は旧和議法（大正 11 年法律第 72 号）に基づき和議開始の申
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立てがなされている者。 

ケ 本事業に係るアドバイザリー業務に関与した者及びこれらのいずれかと資本関

係又は人的関係のある者。 

なお、アドバイザリー業務に関与した者は、次のとおりである。 

・三菱 UFJ リサーチ&コンサルティング株式会社 

（所在地：大阪市北区梅田二丁目 5 番 25 号） 

・株式会社東畑建築事務所 

（所在地：大阪市中央区高麗橋二丁目 6 番 10 号） 

・弁護士法人御堂筋法律事務所 

（所在地：大阪市中央区南船場四丁目 3 番 11 号） 

 

コ 「5 事業提案の審査及び事業者の選定に関する事項」に示す審査会の委員が属す

る法人又はその法人と資本関係又は人的関係のある者。 

 

(3)  業務を遂行する入札参加グループに関する参加資格要件 

本事業の各業務は、入札参加グループの構成企業又は協力企業が担当することとし、

業務ごとにそれぞれ次の要件を満たすものこととする。 

ア 「新規設備等の設計業務」を行う者の要件 

(ｱ) 常勤の自社社員で、かつ、資格確認書類提出日において引き続き 3 箇月以上の

雇用関係がある建築士法に基づく設備設計一級建築士又は建築設備士の資格を

持つ者を有していること。 

(ｲ) 平成 27・28 年度松山市競争入札参加有資格者名簿（以下「資格者名簿」といい

ます。）の「委託：建築関係建設コンサルタント」に登録されていること。 

(ｳ) 平成 18 年度以降に、学校又は事務所等の空調設備の設計の実績を有しているこ

と。 

 

イ 「新規設備等の施工業務」及び「新規設備等の移設等業務」を行う者の要件 

(ｱ) 少なくとも 1 企業は、建設業法第 3 条第 1 項の規定による「管工事」に係る特

定建設業の許可を受けていること。 

(ｲ)  少なくとも 1 企業は、「直前の経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書に

おける「管」の総合評定値が一定の点数であること」や「資格者名簿の「管」の

A 等級を含める」などの条件を付すこととする。 

 (ｳ) 資格者名簿の「電気」又は「管」に登録されていること。 

(ｴ) 平成 18 年度以降に、学校又は事務所等の空調設備の施工の元請としての施工実

績を有していること。 

 

ウ 「新規設備等の工事監理業務」を行う者の要件 

(ｱ) 常勤の自社社員で、かつ、資格確認書類提出日において引き続き 3 箇月以上の

雇用関係がある建築士法に基づく設備設計一級建築士又は建築設備士の資格を



 

13 

 

持つ者を有していること。 

(ｲ) 資格者名簿の「委託：建築関係建設コンサルタント」に登録されていること。 

(ｳ) 平成 18 年度以降に、学校、事務所等における空調設備の工事監理の実績を有し

ていること。 

 

エ 「空調設備等の維持管理業務」を行う者の要件 

(ｱ) 維持管理業務を行うにあたって、選択したエネルギー方式での運用に必要とな

る資格を持つ者を配置できること。なお、当該資格を持つ者は常勤の自社社員で、

かつ、資格確認書類提出日において引き続き 3 箇月以上の雇用関係があること。 

(ｲ) 平成 18 年度以降に、学校又は事務所等の施設において、空調設備の維持管理業

務の実績を有していること。 

 

(4)  業務の再委託又は下請けの要件 

入札参加グループの構成企業及び協力企業が、本事業の業務を再委託又は下請けさせ

る場合の条件は原則として以下のとおりとし、事前に市の承諾を得るものとする。 

 

 「新規設備等の設計業務」、「新規設備等の施工業務」、「新規設備等の工事監理業務」、

「新規設備等の移設等業務」及び「空調設備等の維持管理業務」は、業務の一部に限

って再委託又は下請けさせることができるものとする。なお、施工業務及び移設等業

務に関しては、建設業法第 22 条に規定する「一括下請負の禁止」を遵守するものと

する。 

 

(5)  同一企業による複数業務の担当についての要件 

入札参加グループの構成企業及び協力企業は、「第 1  1  (6) 事業の範囲」に示す

業務のうち、複数業務を担当できるものとする。ただし、同一の事業対象箇所（学校

単位とする。）における「新規設備等の施工業務」と「新規設備等の工事監理業務」の

両方の業務を、同一の構成企業又は協力企業が担当することはできない。 

 

(6)  参加資格の喪失 

入札参加グループの構成企業及び協力企業が、参加表明書及び資格確認書類提出日か

ら仮契約までの間に、参加資格要件を満たさなくなった場合には、原則として当該入

札参加グループの参加資格を取り消すものとする。 

ただし、やむを得ない事情があると市が判断する場合には、市と入札参加グループで

協議の上、市が取扱いについて決定することとする。詳細は入札説明書で示す。 

 

(7)  民間事業者の市内業者に対する契約に関する配慮事項 

事業者は、地域の活性化に貢献できるよう、構成企業や協力企業の選定や、業務の一

部再委託又は下請けにあたり、可能な限り多くの市内に本店を有する業者を登用する

ことに配慮することとする。 
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5  事業提案の審査及び事業者の選定に関する事項 

(1)  審査に関する基本的な考え方 

事業提案の審査は、学識経験者等により構成する松山市立小中学校空調設備整備

PFI 事業者選定審査会（以下「選定審査会」という。）において行う。審査は資格審

査と提案審査の二段階に分けて実施するものとする。 

 

(2)  審査の内容 

選定審査会においては、入札額（本事業に係る費用）とともに、事業方針、事業

実施体制、各業務に係る事業計画等について総合的に評価を行うものとする。 

市は、選定審査会の評価結果を答申として受け、最も優れた提案を行った参加者

を落札者として決定する。 

 

(3)  審査手順に関する事項 

審査は、次の手順により行うこととする。なお、提案審査の際に、各参加グルー

プに対してヒアリングを行うことがある。 

ア 資格審査 

入札参加グループの構成企業及び協力企業が基本的参加資格要件及び各担当業務

の参加資格要件を満たしているかどうか審査する。満たしていないと判断する場合

には失格とする。 

 

イ 提案審査 

提案審査は、下記の定量的評価及び定性的評価を行い、その加算によって最終的

な落札者を決定する。 

(ｱ) 定量的評価 

入札価格及びエネルギー費用（事業期間内に空調設備等の運用に必要となるエ

ネルギー量を基に算出した費用）の総額を勘案して評価するものとする。 

なお、入札価格が予定価格を超えた場合は失格とする。 

(ｲ) 定性的評価 

入札参加グループが提出した提案書に基づき、事業方針、事業実施体制、各業

務に係る事業計画等の項目についての提案内容を勘案して評価するものとする。 

 

(4)  事業者の選定 

市は、選定審査会の評価結果を受けて、落札者を決定する。 

また、決定後、速やかに当該入札参加グループに対して決定された旨を通知する。 

 

(5)  審査結果及び評価の公表 

審査の結果及び評価は、松山市ホームページに掲載する。 

 



 

15 

 

(6)  契約交渉及び契約手続き 

市は、決定した落札者と契約手続きを行う。 

 

(7)  事業者を選定しない場合 

事業者の募集、評価及び事業者の選定において、最終的に入札参加グループがい

ない場合、いずれの入札参加グループの提案によっても公的財政負担の縮減の達成

が見込めないなどの理由により、落札者を選定せず、特定事業の選定を取り消す場

合がある。特定事業の選定を取り消した場合には、この旨を速やかに公表する。 

 

6  提出書類の取扱い 

提出を受けた書類は返却しない。 

提案内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権等の日本国の法令に基

づいて保護される第三者の権利の対象となっている工事材料、施工方法、維持管理

方法等を使用することで生じる責任は、原則として提案を行った入札参加グループ

が負うものとする。 

提出を受けた書類は、事業者の選定及び選定結果の公表の目的のみに用いるもの

とする。 

 

7  SPC に関する取り扱い 

市は、事業者が設立し本事業のみを行うとの間で仮契約を締結することとする。こ

の際、事業者の構成企業及び協力企業は、事業提案において各構成企業及び協力が請

負又は受託することとなっている業務を、SPC から請負又は受託することとする。た

だし、「新規設備等の所有権移転業務」については、SPC が自ら実施することとする。

なお、SPC は会社法（平成 17 年法律第 86 号）に定める株式会社とする。 
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第3 事業者の責任の明確化等事業の適切かつ確実な実施の確保に関する事項 

 

1  予想される責任及びリスクの分類と市と事業者での分担 

(1)  責任分担の考え方 

本事業における責任分担の考え方は、適正なリスク分担を行うことにより、より

効率的かつ効果的に、また、より低廉なコストで公共サービスの提供を目指すもの

であり、事業者が担当する業務については、事業者が責任を持って遂行し、業務に

伴い発生するリスクについては、原則として事業者が負うものとする。 

ただし、市が責任を負うべき合理的な理由がある事項については、市が責任を負

うものとする。 

 

(2)  予想されるリスクと責任分担 

市と事業者の責任分担は、別紙 1「リスク分担表（案）」に示すとおりである。 

なお、別紙 1 で示したリスク分担は現段階での案であり、実施方針等への質問回

答や市内部での検討を踏まえて調整を行った後、入札公告の際に入札説明書とあわ

せて公表する事業契約書（案）により、リスク分担に関する条件を明確化する。 

 

2  提供されるサービス水準 

本事業において実施する業務について要求するサービス水準については、入札説明

書で示す。 

 

3  事業者の責任の履行に関する事項 

事業者は、事業契約に従い、責任を持って履行することとする。 

なお、事業契約の締結にあたっては、契約の履行を確保するため、次のいずれかの

方法により事業契約の保証を行うことを想定している。詳細は入札説明書及び事業契

約書（案）で示す。 

ア 契約保証金の納付 

イ 契約保証金の納付に代わる措置 

ウ 履行保証保険付保等による保証措置 

 

4  市による事業の実施状況のモニタリング 

(1)  モニタリングの実施 

市は、事業者が、定められた業務を確実に遂行していることを確認するため、要

求水準及び事業者が提案したサービス水準に基づいて事業契約において定められた

サービス水準が達成されているかどうかについて、モニタリングを実施するものと

する。 

また、市がモニタリングを必要と考える場合においては、市は随時に市の方法及

び手段によりモニタリングを行うことができることとする。事業者は、市の求めに

応じて、市が行うモニタリングに協力することとする。 
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(2)  モニタリングの対象 

市は、事業者が実施する空調設備等に関する設計、施工、工事監理、所有権移転、

維持管理、移設等の業務が、事業契約において定められたサービス水準を達成して

いるかどうかについて確認を行う。 

モニタリングには、空調設備等の性能に係る確認も含む。なお、性能に係る確認

は、原則として事業者が実施し、市がその結果を確認するものとする。 

なお、本事業において、事業契約において定められたサービス水準を満たすこと

は、事業者の責務であり、市が行ったモニタリングの結果によって免責されること

はない。 

 

(3)  モニタリングの時期 

モニタリングは、原則として、設計時、施工時、工事完成時、維持管理時、事業

終了時の各段階において行う。事業期間中及び事業終了時のサービス水準は、入札

説明書等、事業提案書等にもとづいて、事業契約において定める。 

 

(4)  モニタリングの方法 

モニタリングの具体的な方法については、入札説明書等において提示する。また、

事業契約において定めることとする。 

 

(5)  モニタリングの費用の負担 

市の実施するモニタリングに関して、事業者が行う作業等に必要な費用は、事業

者の負担とする。その他、市が行う作業等に必要となる費用は市の負担とする。 

 

(6)  事業者に対する支払額の減額等 

市がモニタリングを行った結果、事業契約で定められた水準が維持されていない

場合、改善勧告、支払額の減額、契約解除等の対象となる。 

なお、減額等の考え方については、入札説明書等において示す。 
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第4 公共施設等の立地並びに規模及び配置に関する事項 

 

1  施設の概要 

(1)  対象となる施設 

市が指定する松山市立小中学校 78校の普通教室及び特別教室約 2,100教室並びに

既設設備のある約 705 教室とする。 

なお、本事業の対象校及び所在地は別紙 2「対象校一覧」に記載している。 

 

(2)  学校施設の立地条件 

対象校ごとの対象となる施設の配置等については、入札説明書等において提示す

る。 

 

2  その他、主要な事業条件の概要 

(1)  空調設備のエネルギーの種別 

空調設備等の運転に必要となるエネルギーの種別については、事業者において設

定することとする。エネルギー価格、エネルギー供給における安定性及び環境への

負荷等の観点から、適切なエネルギー方式で提案すること。 

 

(2)  小学校施設の利用等に関する事項 

原則として、空調設備等の施工等に必要な敷地及び既存の学校施設・設備につい

ては、PFI 法第 69 条の規定により、事業期間中、市が事業者に無償で貸し付けるも

のとする。なお、学校運営上支障のない範囲とし、貸付にあたっては学校の許可を

得るものとする。 

また、室外機、熱源、屋外キュービクル、各種配管等の設置に際し、障害物があ

る場合は、市の指示に従い、事業者の負担において移設させ、又は機能復旧させる

ことを原則とする。（例示：校内の樹木の移植、校内排水溝の付け替え、室内蛍光灯

の移設等） 

空調設備の室外機の設置場所については、基本的に学校施設の利用に影響の少な

い場所とすることとする。例えば、普通教室の窓を隠すような場所には配置しない

ものとする。また、本事業において室外機を校舎の屋上及び壁面には設置しないも

のとする。 

なお、実際の設置場所については、設計業務を行うにあたって、市及び学校と十

分協議の上決定するものとする。 
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第5 事業計画又は事業契約の解釈について疑義が生じた場合の措置に関する事項 

 

1  係争事由に係る基本的な考え方 

事業計画又は事業契約について疑義が生じた場合、市と事業者は誠意を持って協議

するものとし、協議が調わない場合には、事業契約に定める具体的な措置に従うもの

とする。 

 

2  管轄裁判所の指定 

事業契約に関する紛争については、松山地方裁判を第一審の専属管轄裁判所とする。 
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第6 事業の継続が困難になった場合における措置に関する事項 

 

1  本事業の継続に関する基本的な考え方 

事業者によって提供されるサービスの安定性、継続性を確保するため、事業契約に

おいて、事業の継続が困難となる事由をあらかじめ具体的に列挙し、その発生事由に

応じた適切な措置を定める。 

 

2  本事業の継続が困難となった場合の措置 

本事業の継続が困難となった場合には、その発生事由ごとに次の措置を採ることと

する。なお、市が考える措置の詳細については、入札説明書とあわせて公表する事業

契約書（案）で示す。 

 

(1)  事業者の責めに帰すべき事由により事業の継続が困難となった場合 

事業者の提供するサービスが事業契約において定められたサービス水準を下回る

場合、その他事業契約において定める事業者の責めに帰すべき事由により債務不履

行又はその懸念が生じた場合、市は事業者に対して修復勧告を行い、一定期間以内

に修復策の提出及び実施を求めることがある。事業者が当該期間内に修復をするこ

とができなかったときは、市は事業契約を解除することがある。 

事業者が倒産し、又は事業者の財務状況が著しく悪化し、その結果、事業契約に

基づく事業の継続的履行が困難と合理的に考えられる場合、市は事業契約を解除す

ることがある。 

市が事業契約を解除した場合は、事業契約に定めるところに従い、市は事業者に

対して違約金又は損害賠償の請求等を行う。 

 

(2)  市の責めに帰すべき事由により本事業の継続が困難となった場合 

市の責めに帰する事由により事業の継続が困難となった場合は、事業者は、事業

契約を解除することができるものとする。 

この場合には、市は、事業契約に定めるところに従い、事業者に生じた損害を賠

償するものとする。 

 

(3)  いずれの責めにも帰さない事由により事業の継続が困難となった場合 

不可抗力その他、市又は事業者の責めに帰することができない事由により事業の

継続が困難となった場合は、市と事業者は、事業継続の可否について協議を行うも

のとする。 

 

3  金融機関（融資団）と市との協議 

市は、事業者の求めに応じて、事業の担保性を確保する目的で、事業者に対し資金

融資を行う金融機関等の融資機関（融資団）と協議を行い、当該融資機関（融資団）

と直接協定（ダイレクト・アグリーメント）を締結することがある。 
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第7 法制上及び税制上の措置並びに財政上及び金融上の支援に関する事項 

 

1  法制上及び税制上の措置に関する事項 

市は、本事業に関する法制上及び税制上の措置は想定していない。 

ただし、事業者が本事業を実施するに当たり、法改正等により、法制上又は税制上

の措置が適用されることとなる場合には、市と事業者で協議することとする。 

 

2  財政上及び金融上の支援に関する事項 

市は、本事業に関する財政上及び金融上の支援等は想定していない。 

ただし、事業者が本事業を実施するに当たり、国の施設整備費等の補助、財政上及

び税制上の支援等を受けることができる可能性がある場合、市はこれらの支援を事業

者が受けることができるよう努めるものとする。 

 

3  その他の支援に関する事項 

市は、事業者が本事業を実施するにあたって必要となる許認可等に関して、必要に

応じて協力する。 

また、法改正等により、その他の支援が適用される可能性がある場合には、市と事

業者で協議することとする。 



 

22 

 

第8 その他、特定事業の実施に関し必要な事項 

 

1  情報公開及び情報提供 

本事業に関する情報提供は、適宜、ホームページ等を通じて行う。 

本事業に係るホームページ 

https://www.city.matsuyama.ehime.jp/shisei/kakukaichiran/kyseisaku/gakushus

hisetsu_top.html 

 

2  本事業において使用する言語等 

本事業において、使用する言語は日本語とし、通貨単位は円とする。 

 

3  入札参加に伴う費用負担 

事業者の入札参加にかかる費用については、すべて事業者の負担とする。 

 

4  実施方針等に関する問い合わせ先 

実施方針等に関する問い合わせ先は以下のとおりである。なお、問い合わせに対す

る回答については、ホームページに掲載する。 

 

担当 松山市教育委員会事務局学習施設課 宇都宮・青木・福岡 

住所 〒790-0003 愛媛県松山市三番町六丁目 6-1 第 4 別館 1 階        

TEL：089-948-6831 FAX：089-934-3419 

E-mail：kygakushu@city.matsuyama.ehime.jp 

HP: http://www.city.matsuyama.ehime.jp/shisei/kakukaichiran/kyseisaku/gakushushisetsu_top.html  

 

 

 

https://www.city.matsuyama.ehime.jp/shisei/kakukaichiran/kyseisaku/gakushushisetsu_top.html
https://www.city.matsuyama.ehime.jp/shisei/kakukaichiran/kyseisaku/gakushushisetsu_top.html
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リスク分担表（案） 

［リスク分担（案）凡例：  ○主たるリスクの負担者、△ 従たるリスクの負担者］ 

■共通段階 

リスク項目 No リスク内容 
リスク分担 

市 事業者 

入札説明書リスク 
1 

入札説明書等の各種公表文書に誤りや市の理由に

よる変更に関するもの 
○ － 

制度関連リ

スク 

法令変更 

リスク 
2 

本事業に係る根拠法令の変更、新たな規制立法の

成立など 

○ 

※1 
－ 

3 
本事業のみならず、広く一般的に適用される法令の

変更や新規立法 
－ ○ 

税制変更 

リスク 

4 消費税および地方消費税に関する変更 ○ － 

5 法人税に関する変更 － ○ 

6 
消費税、法人税以外で、本事業に係る新税の成立

や税率の変更 
○ － 

許認可等 

リスク 

7 事業管理者として市が取得するべき許認可の遅延 ○ － 

8 
業務の実施に関して選定事業者が取得するべき許

認可の遅延 
－ ○ 

政策変更 

リスク 
9 

政策変更（事業の取りやめ、学校統廃合、その他）

等による事業への影響 

○ 

※2 
－ 

社会リスク 住民対応 

リスク 
10 

新規設備の整備および事業方針に関する住民反対

運動、訴訟、要望などへの対応 
○ － 

11 
事業者が行う調査、建設に関する近隣住民の訴

訟、苦情、要望などへの対応 
－ ○ 

環境 

リスク 
12 

事業者が行う業務に起因する環境問題（騒音、振

動、臭気、有害物質の排出など）に関する対応 
－ ○ 

第三者賠償 

リスク 13 

事業者の行う業務に起因する事故、事業者の維持

管理業務の不備に起因する事故などにより第三者

に損害を与えた場合 

－ ○ 

14 
市の責任により生じた事故で第三者に与えた損害

の賠償 
○ － 

不可抗力リスク 

15 

計画段階で想定していない（想定以上の）暴風、豪

雨、洪水、高潮、地震、地滑り、落盤、落雷などの自

然災害、および、戦争、暴動その他の人為的な事象

による設備等の損害、維持管理業務の変更によるも

の 

○ 

※3 

△ 

※3 

経済リスク 資金調達 

リスク 
16 

事業に必要な資金の確保 

 
－ ○ 

物価変動 

リスク 
17 

設計・建設段階の物価変動（空調設備の整備費に

関するもの） 

－ 

※4 

○ 

※4 

18 
維持管理段階の物価変動（空調設備の維持管理費

に関するもの） 

△ 

※4 

○ 

※4 

金利変動 

リスク 
19 

新規設備の整備費の割賦金利の変動 
－ ○ 

別紙 1 
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■設計・施工段階 

リスク項目 No リスク内容 
リスク分担 

市 事業者 

測量・調査リスク 
20 

市が提供する敷地・校舎図面に重大な誤りがあ

った場合 
○ － 

21 
事業者が実施した測量、調査等に不備があった

場合 
－ ○ 

22 

事業者が実施した測量、調査の結果、既存校舎

の構造等に当初想定できなかった重大な欠陥が

発見された場合 

○ － 

計画リスク 設計リスク 23 事業者が実施した設計に不備があった場合 － ○ 

計画変更 

リスク 
24 

市の要望による設計条件の変更等を行う場合 
○ － 

工事リスク 工事費増加 

リスク 
25 

事業者の責めに帰すべき事由による工事費の増

加 
－ ○ 

26 市の責めに帰すべき事由による工事費の増加 ○ － 

工期遅延 

リスク 
27 

事業者の責めに帰すべき事由により、契約期日

までに新規設備の整備が完了しない場合 
－ ○ 

28 
市の責めに帰すべき事由により、契約期日まで

に新規設備の整備が完了しない場合 
○ － 

工事監理リスク 
29 

工事監理の不備により工事内容、工期などに不

具合が発生した場合 
－ ○ 

要求性能未達リスク 
30 

工事完了後、公共側の検査で要求性能に不適合

の部分、施工不良部分が発見された場合 
－ ○ 

技術進歩リスク 
31 

計画・建設段階における技術進歩に伴い、空調

設備の内容に変更が必要となる場合 
○ － 
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■維持管理段階 

リスク項目 No リスク内容 
リスク分担 

市 事業者 

維持管理リ

スク 

要求水準未

達リスク 
32 

事業者の行う維持管理業務の内容が契約書に定

める水準に達しない場合 
－ ○ 

性能リスク 
33 

市が本事業とは別に行った工事等に伴う性能の

低下 
○ － 

34 新規設備等の通常劣化等による性能の低下 － ○ 

設備瑕疵 

リスク 
35 

事業期間中に新規設備等の瑕疵が発見された場

合 
－ ○ 

維持管理費

増加リスク 
36 

市の要因（業務内容、対象範囲の変更指示等）

による維持管理費の増加 
○ － 

37 

市の要因以外の要因による維持管理費の増加

（不可抗力、物価変動等、他のリスク分担項目

に含まれるものを除く） 

－ ○ 

設備損傷 

リスク 38 

空調設備等の劣化に対して、事業者が適切な維

持管理業務を実施しなかったことに起因する施

設の損傷 

－ ○ 

39 
市の責めにより空調設備等が毀損傷した場合 ○ 

※5 
－ 

40 
事業者の責めにより空調設備等が損傷した場合 

－ 
○ 

※6 

運営リスク エネルギー 

コスト変動 

リスク 

41 エネルギーの単価が変動する場合 ○ － 

42 新規設備等の使用時間が変動する場合 ○ － 

43 

新規設備等の性能未達及び想定以上の性能劣

化、想定以上の最大需要電力の増加によるエネ

ルギーコストの増加 

－ 
○ 

※7 

 

【注釈】 

※1 環境関連の基準変更によって導入機器への要求仕様が変更となった場合などについては、

基本的に市が負担するが、事業者においても、変更後の要求仕様に適合させるための一定の努

力を義務づけるものとする。 

 

※2 政策変更（事業の取りやめ、学校統廃合、その他）等による事業への影響により、事業者に追

加費用が発生した場合、その費用は市が負担するものとする。ただし、当該事由により、維持管

理の内容又は対象範囲が変更される場合は、変更に内容に応じて、市が選定事業者に支払う維

持管理に係る費用を改定することを条件とすることとする。 

 

※3 不可抗力事由により、市に追加費用その他損害が発生した場合、市は事業者に損害賠償請

求を行わないこととし、事業者に追加費用その他損害が発生した場合又は第三者に損害が発生

し市若しくは事業者において当該第三者に対して責任を負うべき場合は、一定の金額までを事

業者の負担、それを超えるものについては市の負担とする。より詳細な負担方法については、事

業契約書（案）において提示する。 

 

※4 物価変動等に一定程度の下降又は上昇があった場合には、調整を行う。より詳細な調整方法

については、事業契約書（案）において提示する。 
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※5 「市の責めによる空調設備が毀損傷した場合」には、市の職員、児童・生徒、教職員、児童・生

徒の保護者等、学校の通常利用者によるものも含まれる。 

 

※6 「選定事業者の責め」であることの立証責任は市にあることとする。 

 

※7 事業期間中に新規設備等の性能が、事業者の設定する性能を下回った場合（瑕疵又は故意、

重過失による要求水準の未達は除く）、事業者は一定の期間内に性能低下の回復を図る義務が

あり、これを怠る場合には、別途ペナルティーが課される。また、これに起因して増加するエネル

ギーコストは事業者が負担することとする。 
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対象校一覧 

【小学校】 

No 学校名 住所 電話番号 

1 番町小 二番町 4-6-1 941-1446 

2 味酒小 宮西 2-2-21 925-1447 

3 八坂小 湯渡町 4-20 941-1448 

4 東雲小 文京町 2-1 924-6987 

5 新玉小 千舟町 8-89 941-1449 

6 清水小 清水町 3-15 925-0205 

7 雄郡小 土橋町 1 931-3197 

8 素鵞小 小坂 1-4-48 931-8796 

9 堀江小 福角町甲 1409-2 978-0015 

10 潮見小 吉藤 4-7-13 978-0543 

11 久枝小 安城寺町 586-1 925-4437 

12 和気小 太山寺町 671-3 978-0057 

13 三津浜小 梅田町 2-42 951-0804 

14 宮前小 祓川 1-3-39 951-0253 

15 高浜小 梅津寺 1352-2 951-0321 

16 味生小 別府町 166-4 951-0529 

17 桑原小 桑原 3-7-27 945-5051 

18 生石小 高岡町 630-3 972-1219 

19 垣生小 西垣生町 730-1 972-1239 

20 道後小 石手 4-10-5 941-0228 

21 湯築小 道後北代 10-41 925-5588 

22 余土小 余戸東 1-14-17 972-0322 

23 湯山小 食場町甲 128 977-0001 

24 日浦小 河中町甲 79-2 977-2798 

25 伊台小 下伊台 1438-1 977-0201 

26 五明小 菅沢町乙 45-4 977-2353 

27 久米小 鷹子町 15-1 975-0601 

28 浮穴小 森松町 832 976-0143 

29 小野小 平井町 3673 975-0989 

30 石井小 東石井 6-8-52 956-1658 

31 荏原小 東方町甲 1245 963-1003 

32 坂本小 久谷町 30 963-1054 

33 たちばな小 針田町 209-1 971-8410 

34 椿小 和泉南 6-1-47 957-1430 

35 石井東小 越智 1-3-35 957-7545 

36 北久米小 福音寺町 9 976-8431 

37 味生第二小 別府町 3-1 952-4561 

38 石井北小 和泉南 1-3-32 957-6300 

39 さくら小 余戸中 4-11-1 973-6686 

別紙 2 
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No 学校名 住所 電話番号 

40 みどり小 西長戸町 493-2 926-0456 

41 福音小 福音寺町 355-1 970-1151 

42 双葉小 土居田町 123-3 921-1171 

43 窪田小 久米窪田町 307 970-1533 

44 姫山小 山越 3-800 927-0211 

45 浅海小 浅海本谷甲 728 995-0343 

46 難波小 中通甲 807-1 993-0049 

47 立岩小 猿川原甲 49 996-0221 

48 正岡小 八反地甲 160 993-0043 

49 北条小 北条辻 64 993-0066 

50 河野小 宮内甲 9-1 993-0160 

51 粟井小 常竹甲 100 994-1006 

【中学校】 

No 学校名 住所 電話番号 

1 拓南中 枝松 5-4-39 931-8518 

2 雄新中 土居田町 1 931-8261 

3 勝山中 清水町 3-148-2 925-4005 

4 東中 文京町 2-2 924-8588 

5 道後中 上市 1-3-57 921-4207 

6 鴨川中 鴨川 2-7-19 924-9041 

7 内宮中 内宮町 569-1 978-0046 

8 三津浜中 若葉町 8-48 951-0531 

9 高浜中 梅津寺町乙 52 951-0475 

10 津田中 北斎院町 1106 972-0019 

11 垣生中 西垣生町 418 972-1226 

12 余土中 保免西 4-5-23 972-0010 

13 湯山中 溝辺町甲 508-1 977-0402 

14 日浦中 河中町 188-1 977-5822 

15 旭中 下伊台町 1105-1 977-4362 

16 久米中 来住町 689 975-0501 

17 小野中 平井町 3690 975-0988 

18 久谷中 浄瑠璃町 940 963-1025 

19 南中 東石井 7-2-52 956-1373 

20 西中 高岡町 409 971-6226 

21 南第二中 森松町 943 957-5633 

22 桑原中 畑寺町丙 238-28 943-5152 

23 椿中 市坪南 1-1-20 957-8650 

24 城西中 竹原 3-19-35 932-5008 

25 北中 太山寺町 491-1 978-3321 

26 北条北中 北条辻 365 993-0038 

27 北条南中 河野別府 12 994-0230 
 


